
農中総研　調査と情報　2022.7（第91号）2

〈レポート〉農林水産業

るため、各国財政による支援が１事業者あた

り最大３万５千ユーロまで認められた。

豚肉については輸出縮小に対応するため、民

間在庫助成（一時的な市場隔離）が発動された

（規則2022/470）。養豚部門は以前から中国の

輸入縮小やアフリカ豚熱、コロナ禍で苦境にあ

り、EU当局は今回ようやく政策介入を認めた。

他方、食料安全保障と、EUが昨今注力して

いる気候・環境対策との間の調整も重要な論

点である。この包括施策では、①環境対策の一

時的緩和と、②環境対策と食料安全保障の強

化の効果を併せ持つ施策の重点化が図られて

いる。①については作物の増産を促進するた

め、直接支払いの環境要件を緩和した。各農

家では耕地の５％を「環境重点用地」に充て

ている。この農地で休耕を行っていた場合、

22年は罰則なしで作付けを認めるとともに、

農薬の使用も許可した。また、②について欧

州委員会は加盟各国がCAP戦略計画（23～27年

実施）において肥料、飼料、エネルギーの節約

や輸入依存度低減に資する施策を充実するよ

う求めている。例えば精密農業や総合防除、

養分管理の改善などである。

その後、さらに追加の措置も検討されてい

る。まず資材高の影響に対しては、農村振興

政策の枠内で農家に支援を行う方向である。

また、小麦などを増産するため、23年から直

接支払いに適用される新たな環境要件のうち、

輪作の義務付けを１年間見送り、小麦の連作

を可能にするドイツの提案が多くの加盟国か

EUと米国はいずれもウクライナ紛争を受け

て、資材の高値対策や作物の増産を目指す各

種農業施策を打ち出している。論点は気候・

環境施策との調整や農業所得安定化政策の見

直しにまで及んでいる。

1　EUの総合的対策
欧州委員会は2022年３月23日に伝達文書「食

料安全保障の保護とフードシステムの回復力

の強化」を公表した。これは食料価格と農業投

入費用の上昇に対処する包括的施策である。

ここではそのうちEU域内農業者に対する支援

策を取り上げるが、当文書にはウクライナへ

の資材・インフラ支援や、EU内外の食料不安

への人道的支援も含まれている。

ウクライナ情勢によるEU農業経営への悪影

響は、投入費用の上昇と、ウクライナ・ロシ

ア・ベラルーシへの輸出の縮小である。まず

これらの影響を強く受けた農業者を支援する

ため、総額５億ユーロの「例外的調整援助」

が提供された（規則2022/467）。加盟国への配

分は直接支払いの予算枠を参考にしてなされ、

財源のうち７割は緊急時準備金による。加盟

国はこの配分額の２倍まで追加の財源を加え

ることが認められる。なお、エネルギー、肥

料、穀物、油脂の価格上昇によって最も打撃

を被ったのは畜産部門である。

また、既存の農業助成金の前倒し給付や、飼

料輸入要件の一時的な弾力化も提案された。

加えて、資材高による資金繰りの悪化を助け

執行役員基礎研究部長　平澤明彦

ウクライナ情勢を受けたEUと米国の農業施策

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農中総研　調査と情報　2022.7（第91号） 3

ら支持を集めている。

2　米国の肥料等資材高値対策
米国における化学肥料の値上がりは大部分

がウクライナ紛争以前に生じた。窒素、リン、

カリの小売価格（第１図）はいずれも21年を通

じて上昇し、年末には20年半ばと比べて２倍

以上に達した。主な要因は作物価格の上昇を

受けた需要の回復と様々な供給制約、具体的

には天然ガスの高値や、コロナ禍と気象災害

による工場の操業度低下、相殺関税とアンチ

ダンピング訴訟、中国とロシアの輸出削減、

ベラルーシへの制裁などである。22年にはウ

クライナ紛争でもう一段の値上がりが生じた。

米国は化学肥料の増産に動いている。農務

省は22年３月11日に肥料の増産等に対する助

成金2.5億ドルの導入を発表、同年５月11日に

はバイデン大統領が５億ドルへの倍増を発表

した。また同日、肥料を節約する精密農業へ

の技術支援強化も打ち出した。なお、カリ肥料

輸入先のカナダでは、世界最大手のNutrien社

が同年６月９日に40％の増産計画を発表した。

一方、議会では次期農業法案（23年10月施行

予定）を準備するための公聴会において、農業

所得安定化政策である不足払いや収入ナラシ

を見直す議論が出ている。これらの制度は収

穫期の１年後まで助成額が決まらず、近年は

米中貿易戦争やコロナ禍による急な農産物価

格の下落に際して農務省が別途臨時の直接支

払いを導入して農業者の所得補てんを行った。

また、現行制度は価格や収入を基準としてい

るため、各種資材価格の高騰により農業経営

収支が悪化しても助成の対象とはならない。

こうしたことから22年６月９日の公聴会で

証言した複数の研究者は、資材の値上がりを

反映する何らかの仕組みが必要であると指摘

した（IHS Markit, June 10, 2022）。そうした制

度には生乳の先例がある。生乳の不足払いは

2008年農業法で、飼料価格の値上がりを一部

補てんするよう改正され、さらに2014年農業

法で、販売乳価から飼料費を差し引いた利幅

を補償する別の制度へと転換した。

現行制度による助成を最大限に引き出そう

とする発想もある。テキサス農工大学のアウ

トロー教授は、各作目の収入ナラシと不足払

いを農家が毎年選択する代わりに、年毎に有

利な方を自動適用するよう提案した。

他方、バイデン大統領は４月に増産対策と

して、政策価格の一種である作物の融資単価

の一時的引上げと、小麦と大豆の二毛作に対

する作物保険の保険料割引を議会に提案した

ものの、採用されなかった。現在の価格水準

が続けば助成がなくとも二毛作が有利になる

との見方もあり、そうした慣行のある地域で

は増産につながる可能性がある。また、農務

省は二毛作の作物保険対象地域を拡大しよう

としている。
（ひらさわ　あきひこ）

第1図 肥料の小売価格推移（米国）

出典 DTN Progressive Farmer掲載データにより作成
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